
基本目標１

基本目標１　男女共同参画社会を実現する意識づくり

（１）男女共同参画の視点に立った意識の改革

（１）-①男女共同参画を推進するための広報・啓発活動の充実

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

　月1回発行の「広報あかい
わ」の編集作業においては、各
課から提出された原稿をもとに
記事を作成し、広く市民に向け
た啓発を行うよう努めた。
　ホームページへの掲載、内容
変更については、各課へ事業の
告知や報告を掲載するよう働き
かけた。

1

ホームページへの掲載・内容変
更については、各課で行うた
め、引き続き積極的な働きかけ
が必要。

秘書広報課

　セミナーの開催や講演内容等
を、広報紙やホームページ、新
聞への掲載等の様々な手段、機
会を通じて男女共同参画に関す
る情報の提供を行った。

1

　広報紙やホームページを活用
して情報発信しているが、見る
年代にばらつきがある。
　今後は、チラシ等を啓発効果
が高い場所に積極的に配布し、
集客に努める。

協働推進課

　トランスジェンダーを題材に
した映画上映会を開催し、性的
マイノリティに対する意識づく
りを行った。また、セミナー等
の様々な市主催のイベントにお
いてティッシュやボールペン等
啓発物品の配布を行い、啓発に
努めた。

1

　参加者の幅広い年齢層・男性
参加者の増加につなげるための
セミナーの内容や発信方法を検
討する必要がある。

協働推進課

　イベントも徐々に再開し、啓
発物品を配布し啓発を行った。
また、引き続き掲示ポスター・
チラシ等でも啓発を行った。

1
　啓発活動の中で、市民への意
識付けをどう行っていくかが課
題である。

社会教育課

　固定的な性別役割分担意識
などを解消し、男女が平等に
社会に参画する意識定着を図
るためのセミナーや研修会を
開催します。

　男女共同参画セミナーを開催
した。
開催日：5月21日・8月21日・
10月22日(計3回)
参加者：延べ103人
今年度は、3回開催し、どの回
も30名程度の参加があった。

1
　男性も参加しやすいようテー
マ等の工夫はしているが、回に
よりばらつきがある。

協働推進課

　市民一人ひとりの人権意識
を高め、性別による差別を含
めたあらゆる差別を排除する
ためのセミナー等を開催しま
す。

　人権週間にあわせ「人権を考
えるつどい」を開催した。身近
なところから人権について考え
るきっかけとなった。今年度
は、新型コロナウイルス対策の
ため、定員数を例年より少なく
して開催した。
開催日：令和４年１２月４日
(日)
講　演：「強さは優しさ　柔道
から学んだこと」
講　師：山口　香さん
参加者：１5０人

1

　内容については、数多くの人
権に関わる問題の中で、性差別
等をテーマにしたものをいかに
盛り込むか、また参加者をいか
に増やすかが課題である。

協働推進課
社会教育課

担当課
実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題

　広報紙やホームページ、そ
の他の様々な手段や機会を活
用して、男女共同参画の視点
に立った啓発を、広く市民に
向けて行います。

②セミナー等の開催

　男女共同参画の意識を高め
るためのセミナーを開催した
り、イベントで啓発物を配布
したりするなど、対面での啓
発活動を行います。

①広報・啓発の充実

施策項目 施　策　内　容
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基本目標１
（１）-②学校や家庭・地域における男女平等に関する教育・学習の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①男女平等教育の
　推進

　人権教育推進体系に男女共
同参画、男女平等教育にかか
る指導を適切に位置づけ、年
間指導計画に基づいて、より
意図的・計画的な指導を行い
ます。

　各校園では、人権教育全体計
画、年間指導計画の中に男女平
等に関する指導内容を系統的に
位置づけ、各教科や体験活動と
関連を考慮しながら行ってい
る。

1
　学校生活や体験活動の中で、
実践につながるアウトプットの
在り方も研究する必要がある。

学校教育課

②教職員の研修

　教職員の男女共同参画の理
念に基づく適切な指導力と資
質の向上を図るため、研修会
などを行います。

　各校園では、同僚性や人権意
識を高める研修を実施した。

1
　研修内容の充実を図るため、
最新資料の収集に努める。

学校教育課

　家庭や地域における男女共
同参画意識を高めるため、若
年層や男性も参加しやすいよ
うな男女共同参画の学習機会
の提供や内容の充実を図りま
す。

　年３回開催したセミナーでは、
災害をテーマに開催することで、
男性の参加者が多かった回もあっ
たが、男性・若年層の参加率は思
うように伸びなかった。

2
男性や若年層が参加しやすい
テーマや周知方法を検討してい
く必要がある。

協働推進課

　家庭での男女平等の意識を
高めるために、子どもの保護
者を対象に、参観日や就学時
健康診断などの機会や、公民
館主催講座などを活用して子
育てや家庭に関する学習機会
を提供します。

　就学前子育て講座を8箇所、思春
期子育て講座を5箇所で開催した。
また、公民館主催講座を9回実施し
た。
　親育ち応援学習講座を2箇所で開
催した。また、要望のあった団体
に、家庭教育支援チーム員を3回派
遣し、講座を開催した。
　定例相談「ファミリア」を毎週
月曜日と第2・4木曜日に開催し
た。

2

　公民館講座「親子であそぼう講
座」「あかいわふるさと探検隊」
は、親子で参加したり、就学前子
育て講座では、両親で参加した家
庭もあり、子育てをする仲間づく
りのきっかけや男女共同参画の意
識向上につながる事業になった。
しかし、家庭における男女共同参
画の意識の向上につながる企画が
少ないため、充実していく必要が
ある。

社会教育課
中央公民館

④学習機会参加の
　ための環境づくり

　地域の誰もがセミナーや学
習会などに参加できるよう、
託児・要約筆記・手話通訳の
実施、開催時間の配慮などの
環境づくりに努めます。

　セミナー等において、託児、
手話通訳、要約筆記等を行い、
参加しやすい環境づくりに努め
た。
　また、土日に開催するなどの
配慮を行った。

1

　託児の申込がないときもあ
る。曜日・時間帯についても、
アンケートでの要望結果等をふ
まえた検討が必要。
　需要がなくても、今後も託
児・手話通訳等準備はする。

関係各課

（１）-③男女共同参画に関する情報収集・提供、調査・研究の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

　各種啓発事業の充実に向け
て、関係団体・グループの男
女共同参画に関する活動状況
を把握します。

　赤磐市男女共同参画団体ネッ
トワークとの共催により、セミ
ナー（３回）と映画上映会を開
催した。
　また、会員交流会について
は、3年ぶりに開催した。

1

　参加者の幅広い年齢層・男性
参加者の増加につなげること。
特に、若者の参加率アップを目
指す。

協働推進課

　国・県・他市町村などの男
女共同参画に関する取り組み
などを情報収集し、広報紙や
ホームページ、その他の様々
な手段や機会を活用して広く
市民に情報提供します。

　国、県、他市町村等の取り組
み結果の情報収集のほか、赤磐
市男女共同参画基本計画に関す
る実施状況調査を行い、結果を
審議会等で報告し、委員より意
見をもらった。

1

　ホームページ等を活用しなが
ら、随時幅広く情報提供を行
い、公的な機関から周知を促し
ていく。

協働推進課

②市民意識調査の実
　施・検証・結果の
　公表

　市の取り組み成果の検証
や、今後取り組むべき施策に
ついて検討するために、市民
や事業所などを対象に男女共
同参画に関する意識や実態を
定期的に調査します。
　また、その調査結果を公表
します。

　男女共同参画のセミナーを実
施した際には、アンケートをと
り意見を聞いた。その意見を審
議会にて公表した。

1
　アンケート結果を検証し、今
後に反映させていく必要があ
る。

協働推進課

担当課施策項目 施　策　内　容 課題

担当課課題施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

①各種情報の収集・
　提供

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

③セミナー・研修会
　等の開催
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基本目標１
（２）人権を尊重する意識の醸成

（２）-①メディアにおける人権を尊重した表現の促進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①メディア・リテラ
　シー教育の普及・
　啓発

　児童・生徒、教職員、保護
者をはじめ広く市民を対象
に、メディア・リテラシーの
向上に向けた学習機会を提供
します。

　各学園で実施している職員研
修会、児童会・生徒会の取組、
授業において、情報モラルの啓
発を行った。

1

　ＧＩＧＡスクール構想を推進
するうえでも情報モラル、メ
ディアリテラシーの指導計画の
見直しが必要。
　高齢者を対象とした学習機会
が少ない。

協働推進課
学校教育課
社会教育課

②市の刊行物等への
　表現の留意

　市の広報物、印刷物など
に、固定的な性別役割分担意
識や性差別の助長につながる
ような表現がないように留意
します。

　月1回発行の「広報あかいわ」の編集
作業にあたっては、各課から提出された
原稿を精査のうえ、適当でないものにつ
いてはその都度修正を行い、性差別につ
ながる表現を使用しないよう努めた。
　ホームページの掲載、内容変更につい
ては、性差別につながる表現を使用しな
いよう努めた。

1

　広報紙、ホームページの掲載
内容に、固定的な性別役割分担
意識や性差別の助長につながる
ような表現がないか留意すると
ともに各課への働きかけが必
要。

秘書広報課
関係各課

（２）-②性的マイノリティへの理解の促進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

　広報紙やホームページ等の
様々な手段、機会を通じて情報
の提供を行った。（協働推進
課）
　LGBTを題材にした映画上映
会を行い、理解の促進に努め
た。（協働推進課）

1

　人権学習講座などの機会に、
冊子やパンフレット、チラシな
どを配布したり、窓口に情報
ラックを設置したりすることに
より啓発を行った。（社会教育
課）

1

（２）-③国際社会における男女共同参画の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①国際理解・異文化
　理解・多文化共生
　社会の推進

　国際理解・異文化理解事業
の内容の充実を図るととも
に、日本人と外国人が異なる
文化や価値観を互いに尊重し
ながらともに生活できる環境
づくりを推進します。

　環太平洋大学の協力により、
日帰り２日でグローバル事業を
行い、市内中学生12名が参加し
た。
　熊山英国庭園で、イギリス文
化を体感する国際交流イベント
を開催し、27名が参加した。

1

　グローバルキャンプ事業について、
参加対象を中学生全学年に広げるなど
参加者を増やす取り組みを行った。今
後も、事業実施形態を検討し、内容の
充実を図る必要がある。
　国際交流関係人口を増加させるた
め、今後の事業形態や周知方法等を検
討する必要がある。

政策推進課
学校教育課

協働推進課
学校教育課
社会教育課

　性的マイノリティに対する理
解を深めるパンフレットやチラ
シの配布、専門知識を有する講
師による講座等の開催の機会を
増やす。

施策内容に対する達成度

課題

①広報・啓発

　性的マイノリティに対する
差別や偏見をなくすために、
広報紙やホームページ、その
他の様々な手段や機会を活用
して、理解の促進に向けた啓
発を行います。

担当課施策項目 施　策　内　容

担当課施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況 施策内容に対する達成度

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

担当課施策項目 施　策　内　容

課題

課題
実　施　状　況
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基本目標２

 基本目標２　男女が共に活躍する活力あふれる地域社会づくり

（１）政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

（１）-①市の政策・方針決定過程への女性の参画促進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①審議会等への女性
　の参画促進

　各課は男女共同参画の視点に
立って、各種審議会等に女性を
積極的に登用するとともに、女
性のいない審議会の解消に努め
ます。

　各部署に各種審議会等の女
性の登用について各部署に状
況確認を行うとともに、女性
の割合が少ない審議会の解消
に努めた。

1
　女性率は30％台前半で横ば
いが続いており、目標達成の
ため更に推進が必要。

関係各課

②市の管理職への女
　性の積極的登用

　能力のある女性のさらなる活
躍を推進するため、市の管理職
に女性職員を積極的に登用しま
す。

　優秀な人材を性別に関係な
く、管理職に登用している。

2

　女性活躍の推進に向け、政
府は2030年までに女性役員
の割合を30％以上とする目標
を掲げている。まずは、R8年
度目標達成の25％に向けて女
性職員の登用を積極的に進め
ていきたい。

総務課

（１）-②企業・地域団体等における女性の参画促進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①女性の参画促進の
　ための啓発

　女性の参画促進や指導的地位
に占める女性の割合の増加に向
けて、企業がポジティブ・アク
ションに取り組みやすいよう
に、研修会や取り組み事例、導
入方法などを情報提供します。
　また、地域団体等において
は、赤磐市男女共同参画団体
ネットワークへの登録を促進
し、会員の交流会や研修会を通
して女性の参画促進を図りま
す。

　毎週金曜日に本庁において
ハローワーク和気による出張
職業相談を開催した。

2

　幅広い年齢別の女性の参加
者の増加につなげること。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

協働推進課
商工観光課

②性別役割分担意識
　解消のための啓発

　企業における固定的な性別役
割分担意識の解消に向けて、
様々な手段や機会を活用して啓
発に努めます。

　岡山県男女共同参画推進セ
ンター（ウィズセンター）
や、市が開催する講演会やセ
ミナー等のチラシを配布し
た。

2

　女性の参画促進のために
は、女性の意識改革と男性の
理解と協力を促す必要があ
る。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

協働推進課
商工観光課

（１）-③女性リーダーの人材育成支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①啓発・推進リー
　ダーの養成

　男女共同参画に関する講座や
セミナー、講演会への参加を通
して、家庭や地域、職場などで
男女共同参画について啓発する
リーダーを養成します。

　男女共同参画セミナー（年３
回）を開催した。
第１回：西日本豪雨災害からの後
悔と学び　～被災者が伝える大切
な人を守るための防災～
第２回：家庭での整理収納につい
て　～あなたは「捨てる」と「収
納」で失敗していませんか？～
第３回：人と人との繋がり方　～
対人トラブルの予防に向けて～

1

　セミナーについては、参加
者の幅広い年齢層・男性参加
者の増加につなげるための内
容を検討する。
　また、男女共同参画団体
ネットワークの活動を、より
充実させることにより、リー
ダーを養成することが必要で
ある。

協働推進課

②じんけん学習講座

　市民を対象に、人権問題に関
する講座の開催や、親子じんけ
ん学習講座などの視察研修の実
施により、学校や地域、家庭な
どで男女共同参画に関する世論
形成の核となる人材を育成しま
す。

　コロナの影響で例年どおり
の講座は出来なかったが、
徐々に再開となり、令和４年
度は人権学習出前講座を行
い、男女共同参画を図った。

2
　子どもから高齢者まで、幅
広い年齢層の参加を促す。

社会教育課

担当課施策項目 施　策　内　容

担当課

担当課

施策項目 施　策　内　容

施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況

実　施　状　況

施策内容に対する達成度

施策内容に対する達成度

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題

課題

課題
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基本目標２
（２）雇用の分野における男女共同参画の推進

（２）-①男女の均等な機会と待遇の確保

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①関係法令等の情報
　提供

　男女雇用機会均等法や育児・
介護休業法などの労働に関する
各種法律について、広報紙など
で広く情報提供します。
　また、商工会など関係機関と
連携して、雇用者及び被雇用者
双方への情報提供に努めます。

　育児・介護休業法などの労
働に関するパンフレットや、
ハローワークの定期的求人情
報を設置するなどして、広く
情報の提供に努めた。

1

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
・対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

商工観光課

②ポジティブ・アク
　ションの周知・
　啓発による男女間
　格差の是正

　昇進や賃金、職種など男女間
の格差是正が図られるように、
職業安定所や商工会などと連携
し、企業に対してポジティブ・
アクションの周知・啓発を行い
ます。

　ハローワークや商工会等と
の連携を図りながら、格差是
正に向けて啓発を図った。

2
　ハローワークや商工会等と
の連携をさらに図り、継続的
な啓発活動が必要である。

商工観光課

③非正規雇用労働者
　の処遇改善、正社
　員への転換の推進

　雇用における男女間格差の是
正や男女が共に活躍する社会の
実現を目指して、国の方針など
に基づきながら、企業に対して
非正規雇用労働者の処遇改善、
正社員への転換を推進します。

　非正規雇用労働者の処遇改
善や、正規職員転換に関する
パンフレット等の設置によ
り、周知啓発を行った。

2

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

商工観光課

④相談・支援体制の
　整備

　労働に関する差別的取り扱い
や男女共同参画を阻害する要因
を含んだ相談などに対して、関
係機関と連携して適切な対応・
指導を行います。
　市の職員に対しては、県の人
事委員会などと連携し相談を実
施します。

　市主催で、弁護士による無
料法律相談や、人権擁護委員
や行政相談委員によるなやみ
ごと・行政相談の開催等、関
係機関との連携による相談体
制を推進し、適切な対応・指
導に努めている。

1

　相談月や相談会場により、
相談者の人数にばらつきがあ
る。
　相談できる場の広報・ＰＲ
方法について考え、積極的な
周知に努める。

協働推進課
商工観光課
総務課

　職場における固定的な性別役
割分担意識の解消に向けて、広
報紙やホームページ、その他の
様々な手段や機会を活用して啓
発します。

　性別役割分担意識の解消に
向けて、広報紙やホームペー
ジの掲載、パンフレットを協
働推進課窓口など各関係機関
に設置することで啓発に努め
た。

2

　チラシ等を窓口に設置し情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　セミナーを開催し、意識改
革を図っているが、若年層の
参加が少ない。

協働推進課

　セクシュアル・ハラスメン
ト、マタニティ・ハラスメント
などの各種ハラスメント防止に
向けて、広報の充実による啓発
に努めます。
　市の職員に対しては、各種ハ
ラスメントの発生防止の徹底を
図ります。

　市職員に対しては、ハラス
メントに関する要綱を設置す
るとともに、ハラスメント防
止研修を実施し、発生防止の
徹底を図っている。

2
　研修等を引き続き実施し、
全職員への更なる周知徹底を
図る必要がある。

協働推進課
総務課

（２）-②女性の就労継続の促進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①男女の育児・介護
　休業取得促進、短
　時間勤務制度等の
　普及促進

　育児や介護などにより退職を
余儀なくされないように、企業
に対して、育児・介護休業制度
の実施や休業の取得促進、短時
間勤務制度の実施など従業員の
ライフステージに配慮した取り
組みの普及・促進に努めます。

　チラシやパンフレット等を
用いた情報提供により育児・
介護休業取得や短時間勤務制
度の普及・促進に努めた。

2

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

商工観光課

②育休復帰支援プラ
　ンの活用促進等に
　よる就労継続に向
　けた環境づくりの
　推進

　従業員の育児休業の取得促進
及び育児休業後の職場復帰が円
滑に進むように、企業に対して
「育休復帰支援プラン」などの
女性の就労継続の支援制度や、
企業の取り組み事例などを情報
提供します。

　育児・介護休業法などの労
働に関するパンフレットやチ
ラシの設置等によって企業の
取り組み事例を紹介する等情
報提供に努めた。

2

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

商工観光課

施策内容に対する達成度実　施　状　況

施　策　内　容

施策項目 施　策　内　容

担当課

担当課

⑤職場環境の整備

施策項目
実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題

課題
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基本目標２
（２）-③女性のチャレンジ支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①再就職の支援

　再就職を支援するセミナーや
制度に関する情報、求人情報に
ついて、情報誌やホームページ
などで情報提供します。

　ハローワークからの求人情
報について、窓口に設置する
などの情報提供を行った。

2

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

協働推進課
商工観光課

②職業能力開発の
　支援

　県や商工会などが実施する女
性の職業能力を高めるための学
習機会や資格取得のための講座
などについて、広報紙やホーム
ページなどで情報提供します。

　県等が実施する職業能力向
上や資格取得等のための研修
会、講習会についてチラシの
設置等で情報提供を行った。

2

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。
　対象者、情報発信ツールの
多様化を踏まえ、継続した情
報の収集・提供が必要であ
る。

協働推進課
商工観光課

③起業の支援

　国・県・市や商工会・関係機
関が実施する起業のための支援
制度や異業種交流会などについ
て、各種媒体により情報提供し
ます。
　また、商工会と連携した啓発
を行います。

　国・県で実施する各種支援
制度について情報提供を行っ
た。
　市の支援制度についても
ホームページの活用や商工会
と連携した啓発を行い、対象
者に奨励金の交付を行った。
　平成27年度から実施してい
るあかいわ創業塾において起
業家の育成を行った。

2

　起業後も安定した経営が行
えるよう、商工会等との連携
を図り、継続的な支援が必要
である。

商工観光課

④新しい働き方の
　支援

　多様で柔軟な働き方を自分で
選択できるよう、クラウドソー
シングなどの普及啓発を行い、
選択肢を広げます。

　初級セミナー（4回）、これ
までの受講生を対象としたス
キルアップ講座（2回）を開催
した。受講生の活躍の場とし
て、市民協働事業で卒業生を
中心とした市民ライターが赤
磐市の魅力を伝える記事を作
成しHPやインスタグラムに掲
載する取組を行った。

1

　初級セミナーを受講した
後、仕事の受注にまでつなが
る受講生の割合が低いため、
受講後も継続して取り組む受
講生が仕事を受注できるよう
に、スキルアップやモチベー
ション向上の場づくりが必要
である。

政策推進課

（３）農林業・自営の商工業における男女共同参画の推進

（３）-①就業環境の整備

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

　認定農業者における女性の
割合は増えた。就農パンフ
レットに女性農業者や夫婦で
就農したケースを掲載してい
る。
　農業経営者クラブ、認定農
業者、商工会及び晴れの国岡
山農協等との連携・協力を図
り、農林業、自営の商工業に
従事する女性の生活時間や労
働状況等について、実態の把
握に努め、就労環境の改善に
向けた啓発に努めた。（農林
課）

2

　農業は、自然が相手のもの
であり、力仕事も多く、繁忙
期や活不況の振れ幅が大き
い。就農者自身が現状をきち
んと分析し、自らが改善に努
められるよう、今後も啓発を
行っていく。
　商工会等との連携を図り、
継続的な啓発活動が必要であ
る。

　農業経営者クラブ、認定農
業者、商工会及び晴れの国岡
山農協等との連携・協力を図
り、農林業、自営の商工業に
従事する女性の生活時間や労
働状況等について、実態の把
握に努め、就労環境の改善に
向けた啓発に努めた。（商工
観光課）

2
　商工会等との連携を図り、
継続的な啓発活動が必要であ
る。

②家族経営協定の
　推進

　男女が対等なパートナーとし
て農業経営に参画できるよう、
大規模農家を対象に家族経営協
定の普及・啓発に努めるととも
に、締結に向けた相談・支援を
行います。

　女性認定農業者は若干増え
た。就農パンフレットに女性
農業者や夫婦で就農したケー
スを掲載している。

2

　農業は、自然が相手のもの
であり、力仕事も多く、繁忙
期や活不況の振れ幅が大き
い。就農者自身が現状をきち
んと分析し、家族経営体の構
成員となるよう、今後も啓発
を行っていく。

農林課

施策内容に対する達成度

施策内容に対する達成度

実　施　状　況

実　施　状　況
課題

　農林業、自営の商工業に従事
する女性の労働状況等の実態把
握に努めるとともに、就労環境
の改善に向けた啓発を行いま
す。

農林課
商工観光課

施策項目

施策項目 施　策　内　容

施　策　内　容

①農林業、自営の商
　工業従事者への意
　識啓発

担当課

担当課課題

8 ページ



基本目標２
（３）-②経営・事業運営への女性の参画拡大

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①女性の認定農業者
　等の育成支援

　農業経営への女性の参画を推
進するために、認定農業者制度
の普及・啓発に努めるととも
に、女性の認定農業者の育成を
支援します。

　認定農業者制度の普及に努
め、地域農業の担い手として
認定農業者を育成・支援し、
農業経営の拡大と安定を支援
するとともに、男女共同参画
について普及・啓発に努め
た。

2

　農業は、自然が相手のもの
であり、力仕事も多く、繁忙
期や活不況の振れ幅が大き
い。女性農業者自体が限られ
る。

農林課

　地域の農業のあり方（人と
農地）について検討する
「人・農地プラン」の検討会
のメンバーに女性農業者の登
用を行った。

1

　認定農業者や新規就農者な
ど女性農業経営者からの意見
聴取も行い、女性の意見を多
く取り込めりような配慮を行
いたい。

農林課

　商工会の女性部で活発に活
動している他、市内イベント
に係る実行委員会にも参画
し、方針決定にも関わってい
る。

1

　商工会の部会や市内イベン
トの実行委員会など参画の機
会を継続して設けていくこと
が必要である。

商工観光課

　女性農業者等を対象に、農作
物を活用した特産品開発、農作
物の加工技術の向上に向けた支
援を行います。

　女性農業者等を対象に、農
作物を活用した特産品開発、
農作物の加工技術の向上に向
けた情報提供を行った。

2

　認定農業者や新規就農者な
ど女性農業経営者からの意見
聴取も行い、女性の意見を多
く取り込めりような配慮を行
いたい。

農林課

　商工会などが実施する経営管
理に関する研修会など、女性経
営者を育成するための支援に関
する各種情報を提供します。

　商工会等が実施する技術・
経営能力向上のための研修会
について、広報誌等で情報提
供を行った。

1
　効果測定が難しい。商工会
等との連携を図り、継続的な
啓発活動が必要である。

商工観光課

（４）仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進

（４）-①仕事と生活の調和の実現に向けた啓発の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①職場における育児
　休業・介護休暇を
　はじめとした休暇
　等の取得促進

　市職員が男女共に積極的に育
児休業・介護休暇等を取得する
よう、制度の周知や勤務環境の
改善とともに、職員個人及び組
織全体の意識の醸成を図りま
す。

　該当者に対して各制度の詳
細を説明するなどして取得促
進を図った。

1

　各職場において、育児・介
護休暇が取得しやすい環境づ
くりが必要である。そのため
には、更なる周知・啓発が必
要である。

総務課

②多様な働き方に
　向けた啓発

　市内各事業所等や市民に対し
て、フレックスタイムやワーク
シェアリング、在宅勤務、労働
時間の短縮などに関する情報を
提供し、多様な働き方の推進に
向けた啓発に努めます。

　チラシやパンフレット、事例集
など多様な働き方に関する国や県
男女課からの情報について、関係
各所に設置する等により情報提供
を行い、啓発に努めた。

1

　多様な働き方でも稼ぐこと
ができたり、地元企業等での
業務を受注するような仕組み
ができていないため、各自の
スキルアップとともにそれぞ
れが持つスキルの把握を行
い、アピールできるようにし
ていく。

協働推進課
商工観光課
政策推進課

　長時間労働の削減に関する
情報提供を行い、啓発に努め
た。
　市役所では、毎月、所属長
へ時間外勤務実績表を送付
し、所属職員の勤務状況を把
握し、特定の職員に業務が集
中することが無いよう、所属
内において職員間の業務の配
分や見直し等を行い、適正な
管理に努めてもらうようお願
いしている。
　平成29年7月より、毎週金
曜日をノー残業デー、毎月第
３及び最終金曜日をスーパー
ノー残業デーとし、定時退庁
を促している。（総務課）

1

　長時間労働の削減に関する
パンフレットやチラシの設置
等によって情報提供を行い、
啓発に努めた。（商工観光
課）

2

商工観光課
総務課

施　策　内　容
実　施　状　況

課題

施策内容に対する達成度

③女性経営者育成の
　支援

施策項目

②方針決定過程への
　女性の参画拡大

　農林業・自営の商工業におけ
る経営面や農業委員会等の政策
方針決定過程への女性の参画拡
大に向けた啓発を行います。

施策項目 施　策　内　容

担当課

課題
施策内容に対する達成度

担当課
実　施　状　況

　意識改革のため、長時間労
働の要因を踏まえた支援制度
の発信が必要である。

　市内各事業所に対して、家庭
生活における男女共同参画を大
きく阻む長時間労働の削減が推
進されるよう啓発に努めます。
また、市役所内においても、適
正な人員配置などにより長時間
労働の削減に努めます。

③長時間労働の削減
　に向けた啓発
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基本目標２
（４）-②家庭生活における男女共同参画の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①男女共同参画の普
　及・啓発

　広報紙やホームページ、その
他の様々な手段や機会を活用し
て、家庭生活における男女共同
参画の普及・啓発を行います。

　広報紙やホームページ、イ
ベント等の様々な手段、機会
を通じて関係チラシやパンフ
レットを配布するなど、継続
的に男女共同参画の情報の提
供を行った。

1

　広報紙を活用して情報発信
しているが、広報紙を読んで
いる年代に偏りがある。
　ホームページ・SNS等をよ
り活用して、随時情報を発信
していく。

協働推進課

②男性の家事・育児
　への参画促進

　男性の男女共同参画の意識を
高めるために、子育て講座、乳
幼児健康診査などを通じて、男
性の家事・育児への参画を促進
します。

　コロナウイルス感染症拡大
防止のため子育て講座は中止
となったが、乳児ふれあい体
験は感染対策をとりながら一
部中学校で実施できた。青年
期で男性の育児参加の必要性
を実感するきっかけづくりと
なった。

2

　参加者の増加につなげるた
め、乳児ふれあい体験、子育
て講演会等について開催方法
や内容を検討する必要があ
る。
　訪問や乳幼児健診で把握し
た、父親の家事・育児への参
画状況は高いとはいえず、引
き続き健診や事業で啓発に取
り組んでいく。

健康増進課

（４）-③地域における男女共同参画の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①地域活動団体に
　よる啓発活動へ
　の支援

　市内のボランティア団体やＮ
ＰＯの地域活動団体に対して男
女共同参画について啓発すると
ともに、地域活動団体による啓
発活動の推進とその活動支援を
行います。

　あかいわボランティアセン
ター（事務局：社会福祉協議
会）と連携し、運営委員会等
で情報交換を実施した。

1

　チラシ等を窓口配布にて情
報発信しているが、見て、手
に取り、情報収集する人の人
数が限られている。窓口配布
だけでなく、ホームページ等
発信する場を増やすことを検
討していく。

協働推進課

②男女共同参画団体
　ネットワークの
　拡大

　男女共同参画の意識を地域全
体に広げていくために、赤磐市
男女共同参画団体ネットワーク
に登録する団体の増加に努めま
す。

　セミナー等を行い、男女共
同参画団体ネットワークの存
在を周知した。
　また、団体のことを広報あ
かいわに掲載したり「ネット
ワーク広報」を市民コーナー
等各公的施設に配布したりす
るなど、団体の登録を促し
た。

3

　高齢化が進んでおり、既存
の団体が継続していくことが
難しい。
　今後は、赤磐市内の団体に
働きかけを行うなど、男女共
同参画団体ネットワークのこ
とを広く知らせ、参加団体の
拡大に努める。

協働推進課

（４）-④子育て・介護の支援体制の充実

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①保育サービスの
　充実

　仕事を持つ男女が安心して子
育てができるように、一時預か
り・延長保育など、多様な就労
形態にあった保育サービスの充
実を図ります。

　市内の保育園12園（公立3
園・私立9園）と認定こども園
3園（公立1園・私立2園）の
年間利用者数は、前年度から
２６０人（１．６％）減と
なった。

1
　今後ニーズが高まることが
見込まれ、保育士不足等の課
題が懸念される。

子育て支援課

②放課後児童クラブ
　の充実

　就労などで家庭に保護者のい
ない小学生が安心・安全に過ご
せるよう、放課後児童クラブの
環境の整備・充実を図ります。

　吉井地域の２クラブを運営
し、他地域の２０クラブの運
営補助を行った。また、公立
２クラブのひとり親世帯及び
兄弟姉妹の利用者を対象とし
た保育料の減免を実施した。

1
　支援員の確保が難しい。
　対象児童の増加に伴う対応
が必要である。

子育て支援課

③地域の子育て支援
　体制の充実

　児童館、子育て支援セン
ター、ファミリー・サポート・
センターなど地域での子育て支
援体制の充実や活動の周知に努
めます。

　地域での子育て支援体制の
確立に向けた取り組みを行っ
た。
　児童館、子育て支援セン
ター、ファミリー・サポー
ト・センター等の事業を実施
した。

1
　さまざまなニーズの発掘
と、関係機関とのさらなる連
携が必要である。

子育て支援課

④地域の介護支援
　体制の強化

　地域包括ケアシステムの構築
による介護・医療等のサービス
充実や、介護する家族の孤立感
や負担軽減に向けた相談体制の
充実を図ります。

　在宅医療・介護連携推進協
議会にて、在宅療養支援に関
する医療・介護の課題の検討
を行い、サービスの充実に努
めた。また感染症対策を講じ
た上で、認知症カフェや介護
者教室を開催し、介護者の不
安感や孤立感が軽減するよう
支援を行うとともに、相談体
制の充実を図った。

1

　新型コロナウイルス感染症
拡大により各種医療・介護事
業者を対象とした各種連絡会
の開催が困難であった。
また、住民に在宅医療・介護
サービスについて気軽に相談
できる機会を増やすため、関
係機関とのさらなる連携が必
要。

介護保険課

担当課施策項目 施　策　内　容

施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況

施策内容に対する達成度

施策内容に対する達成度

課題

課題
実　施　状　況

担当課

担当課

課題施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況 施策内容に対する達成度
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基本目標３

基本目標３　誰もが安心して暮らせる環境づくり

（１）生涯を通じた健康づくりへの支援

（１）-①生涯を通じた男女の健康支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①健康管理の普及・
　啓発

　健康診査・健康教育・健康相
談などを通して、健康管理に関
する正しい知識の普及・啓発と
生活習慣病予防に努めます。
　また、子宮がん、乳がんにつ
いての正しい知識の普及・啓発
とともに、これらのがんの早期
発見に向けて検診受診率の向上
に努めます。

　実績としては、一般健康教育
115回実施、参加者2878
人、病態別健康教育5回実施、
参加者49人、健康相談30回実
施、参加者178人、子宮頸が
ん検診1972人、乳がん検診
（マンモグラフィ）1884人、
乳がん検診（超音波）111人
だった。
　令和3年度からは、働き盛り
世代の健康意識を高めるため、
健幸ポイント事業を開始、さら
に地域の企業向けの出前講座も
開始した。
　女性がんについて、広報、
ホームページに検診受診に関す
る情報を掲載、乳幼児健診時や
保育園、幼稚園、スーパーで啓
発チラシを配布し、女性がんの
予防、早期発見についての知識
の普及・啓発、受診勧奨等行っ
た。

1

　健康教育については、
引き続き働き盛りなど幅
広い年齢層を対象にした
働きかけが必要である。
　検診受診者数は、子宮
頸がん、乳がん検診とも
に前年度と比較し横ばい
である。引き続き、女性
がんに対する正しい知識
の普及・啓発、検診受診
勧奨を行い、検診受診率
向上に努める。

健康増進課

②安心・安全な妊
　娠・出産の確保

　早期の妊娠届の必要性につい
て啓発するとともに、母子健康
手帳の交付や交付時の啓発に
よって妊娠中の健康管理に関す
る正しい知識を普及します。
　また、産科医療機関との連携
を強化し、必要時には訪問・連
絡調整等の支援を行います。

妊娠届出数：262件のうち、
94.7％は、11週以内に届出が
あった。妊娠届出時には、保健
師や助産師が面接・保健指導を
実施した。妊娠36週前後及び
必要時に電話相談や家庭訪問を
行い、状況により、産科医療機
関とも連携して妊娠・出産に向
けて支援した。また、産後２週
間前後にも電話で産後の状況を
把握し、必要な支援へつなぐな
どの対応を行った。

1

妊婦支援の計画を立て実
施しているが、なかなか
連絡がつかず支援が計画
通りにできない場合があ
る。

健康増進課

③スポーツ・レク
　リエーション活
　動への参加促進

　生涯を通じた健康の維持・増
進を図るために、誰もが気軽に
参加できるスポーツ・レクリ
エーション活動の普及に努めま
す。

スポレクフェステ赤磐をコロナ
禍のため、規模縮小ながら開催
し、好評を得た。

1

R5年度は新型コロナウイ
ルス感染症が５類に移行
されることから、例年並
みの規模での開催を検討
する。

社会教育課

（１）-②性と生殖に関する健康と権利の重要性の普及・啓発

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①性教育の推進と
　学習機会の充実

　児童・生徒を対象に実施して
いる、リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツに関する学習や、エ
イズ・性感染症に関する知識の
普及の充実を図ります。
　児童・生徒に対して、発達段
階に応じた性教育や保健に関す
る教育の充実を図ります。

　コロナウイルス感染症拡大防
止のため、小学校、中学校と連
携がとりにくく、一部の小・中
学校でのみ、妊婦体験や乳児ふ
れあい体験が実施できた。

2

　新型コロナ感染症が5類
感染症に移行したが、感
染拡大予防に心がける必
要は継続している。各
小・中学校と連携がとり
やすいように開催方法を
工夫しながら、性教育等
行う必要がある。

協働推進課
学校教育課
健康増進課

②不妊に悩む方へ
　の医療費の一部
　を助成

　不妊治療のうち医療保険が適
用されず、治療費が高額となる
体外受精や顕微授精（特定不妊
治療）について、経済的な負担
の軽減を図るため、岡山県の助
成制度に上乗せして医療費の一
部を助成します。

　不妊治療が保険適応になった
が、経過措置のため助成を継続
した。実１５件、延１６件

1
　保険適応になったた
め、助成は終了となっ
た。

健康増進課

施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況

施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況

担当課
施策内容に対する達成度

施策内容に対する達成度

課題

課題 担当課
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基本目標３
（２）さまざまな困難を抱える男女への支援

（２）-①ひとり親家庭等への自立支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①ひとり親家庭等の
　自立支援

　ひとり親家庭に対して、生活
や就労等の相談を行うととも
に、就業に向けた支援や児童扶
養手当の支給などの自立支援を
行います。

　母子父子自立支援員等による
相談、ハローワークと連携した
就労自立促進事業の支援等を
行った。また児童扶養手当、高
等職業訓練促進給付金の支給、
医療費の助成、福祉資金の貸付
を行い、ひとり親家庭等の自立
支援を行った。

1

　母子父子の自立に向け
た情報の提供など、様々
な制度について更なる広
報が必要である。

子育て支援課

（２）-②高齢者への支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①身近な地域での
　介護予防事業の
　充実

　高齢者が身近な地域で介護予
防に取り組めるよう、介護予防
事業の拡大・充実を図ります。

　「いきいき百歳体操の集い」
は、新型コロナの影響により休
止と再開を繰り返す中、包括職
員による会場訪問や、対策経費
の助成支援、また、ボランティ
アに対する意欲向上等を目的と
した介護予防ボランティアポイ
ント事業を行った。
　また、感染対策を講じた上
で、認知症カフェを開催し、閉
じこもりの防止を図った。

1

　コロナ禍により通いの
場の休止や、参加者減少
傾向がみられるため、感
染対策に留意した会の再
開や参加者増に向けた活
動支援や介護予防の啓発
など継続的に行う必要が
ある。

介護保険課

②地域包括ケアシス
　テムの構築・深化

　高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らし続けられるよう
に、「地域包括ケアシステム」
の構築・深化を図ります。

　住民の自主運営による「通い
の場」の立ち上げ・継続支援を
助成するとともに、住民相互に
よる支え合いの仕組みづくりを
目指し、ワークショップを開催
するなど住民の支え合いの体制
づくりを行った。

1

　住民による支え合いの
担い手として、各種ボラ
ンティアやサポーターの
養成事業を行うが、受講
者が少なく、担い手募集
や活動についての啓発や
周知方法など検討が必
要。

介護保険課

③ひとり暮らし高齢
　者の孤立防止

　ひとり暮らし高齢者が社会か
ら孤立することなく地域で安心
して暮らせるように、地域の見
守り体制の構築、訪問活動の推
進、外出機会の増加などを図り
ます。

　社会福祉協議会へ委託を行っ
ている生活支援コーディネー
ターと協働することで、住民相
互による支え合いの仕組みづく
りを目指し、ワークショップ等
を開催した。
　高齢者の交流の場として、い
きいき百歳体操の集いを展開
し、住民同士の見守り体制の構
築を図るとともに、高齢者の異
変などに早期発見・早期対応で
きるよう地域見守りネットワー
ク事業を推進した。

1

　支え合いの地域づくり
を目指し、フォーラムな
ど開催するも、若い世代
の参加が少ない現状があ
る。幅広い年齢層の市民
が参加できる内容や発信
方法について検討する必
要がある。

介護保険課
社会福祉課

④相談、権利擁護
　事業の実施

　地域包括支援センターを中心
に、高齢者やその家族に対して
きめ細やかな相談や権利擁護事
業を実施します。

　権利擁護支援の中核である
「あかいわ成年後見サポートセ
ンター」を設置し、成年後見制
度等に対する相談支援体制の強
化及び普及啓発を図った。

1

　複合的な問題（生活困
窮、障害など）を抱える
高齢者の相談が増加傾向
にあるため、他の関係機
関との連携強化が必要で
ある。

介護保険課

施策内容に対する達成度

施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況

施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題 担当課

課題 担当課
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基本目標３
（２）-③障害者への支援

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①障害福祉サービス
　等の充実

　障害者が地域で自立して生活
を送ることができるように、在
宅福祉サービスの充実を図りま
す。

　自立支援給付や各種地域生活
支援事業を中心とした総合的な
サービスを実施した。更新時に
は利用者や相談支援事業所か
ら、サービスの内容や支給量を
聞き取り適正なサービス支給に
努めた。　　　　　　　　ま
た、子ども・障がい者相談支援
センターをはじめとする関係機
関との連携を図った。

1

　事業所が実施するサー
ビスの質の向上が課題で
ある。令和３年度より虐
待に対する取り組みが義
務化され、より適切な
サービス利用につながる
よう相談支援事業所の利
用を促進し、関係機関と
の連携の強化を図る必要
がある。

社会福祉課

　市のホームページに掲載し、
周知・啓発した。
　赤磐市障害者自立支援協議会
において、共生社会の実現に向
けた協議、研修、啓発を実施し
た。
　市役所内では、平成２８年４
月に定めた「赤磐市における障
害を理由とする差別の解消を促
進するための職員対応要領」に
より対応した。（社会福祉課）

1

　令和2年3月に「障害者活躍
推進計画」を策定し、障害のあ
る職員を含むすべての職員が働
きやすい職場づくりに向けて取
り組んでいる。（総務課）

1

（３）女性視点を反映した地域の防災力の向上

（３）-①男女のニーズの違いを踏まえた災害対応についての啓発

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①災害対応につい
　て、全職員に対
　する理解の促進

　災害発生時には、全職員が対
応することが必要となるため、
日常的、定期的に、各種会議、
研修等あらゆる場と機会を活用
し、男女のニーズの違いを踏ま
えた災害対応について職員の理
解を深めます。

　総合防災訓練や土のう訓練
（新人研修）に男女共に参加し
てもらうことで防災に対する意
識の高揚を図った。

3

　職員に対する災害訓練
等の機会が少ないため、
まずその機会を作る必要
がある。

くらし安全課

②男女のニーズの
　違いを踏まえた
　災害対応につい
　ての啓発

　男女のニーズの違いを踏まえ
た災害対応について、参画型・
体験型の学習機会を提供するな
どして、性別、年齢等にかかわ
らず、多様な市民が自主的に考
える機会を設けます。

男女共同参画セミナーとして、
防災に関するセミナーを開催
し、男女ともに多くの方に参加
いただいた。

2
セミナー１回のみの開催
だったので、もう少し機
会を作る必要がある。

くらし安全課
協働推進課

　防災士の推薦において、区長
になるべく女性を推薦するよう
に呼びかけを行った。

3

　防災士の推薦ではまず
男性が選ばれるため、区
長等に女性を積極的に推
薦するようにさらに呼び
かける必要がある。（く
らし安全課）

　女性消防団員は、J2岡山
ファジアーノとコラボし岡山駅
構内のモニターで消防団募集を
呼び掛けるなどの活動をした。

2

　感染症も落ち着いて来
たので、以前の様に保育
園、敬老会等の行事に参
加し、火災・救命の啓発
取り組む。（消防総務
課）

④女性消防団員が能
　力を発揮できる環
　境の整備

　消防団活動の担い手として重
要な役割を果たす女性消防団員
について、女性の能力が発揮で
きるよう環境整備を行います。

　女性消防団員数に減少があっ
た。岡山県主催の行事に参加し
たり、公益財団法人日本消防協
会の発行の雑誌に活動記事を掲
載してもらい女性が活躍してい
る消防団をアピールした。

2

　市民への組織全体の認知度
が低いため、その中で女性が
火災、救急、災害に対する啓
発活動を行っていても知る人
ぞ知るになっており、団員全
体でアピールしていく必要が
ある。

消防総務課

②市全域における
　「障害者差別解
　消法」の取組の
　推進

　民間事業者などに「障害者差
別解消法」に基づく不当な差別
的扱いの禁止と合理的配慮の提
供について周知・啓発します。
　また、市民に対して「障害者
差別解消法」の趣旨を啓発し、
共生社会の実現に向けた市民一
人ひとりの取り組みを促進しま
す。
　市役所内では、「障害者差別
解消法」に基づき、日常生活や
社会生活を送るうえでの障壁と
なるものを取り除きます。

社会福祉課
総務課

③女性消防団員、女
　性防火クラブ員、
　女性防災士の確保
　の拡大

　女性の視点に立った災害対応
について周知・啓発するため、
女性消防団員及び女性防火クラ
ブ員、女性防災士の確保に努め
ます。

消防総務課
予防課

くらし安全課

担当課

　共生社会に対する理解
が深まるよう啓発方法を
工夫し、取り組みを広め
ていく必要がある。

施策項目 施　策　内　容
実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題

施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況

担当課課題

施策内容に対する達成度
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基本目標３
（３）-②男女のニーズの違いに配慮した物資の備蓄

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①男女のニーズの
　違いに配慮した
　物資の備蓄

　男女のニーズの違いや子育て
家庭等のニーズに配慮し、女性
用品、乳幼児用品等の必要とさ
れる物資について、あらかじめ
一定程度を備蓄します。

　県の目標数値をもとに生理用
品、液体・粉ミルクの備蓄に行
い目標数量を確保した。

2

　乳幼児の便の衛生管理
に対する取り決めや物資
が不足しているため、さ
らに備蓄計画を進めてい
く必要がある。

くらし安全課

②市民に対する
　備蓄の必要性
　の周知徹底

　個々人によってニーズが異な
る食料、生活必需品等について
は、市が備蓄している女性用品
や乳幼児用品等についての品
目、量、備蓄場所を可能な限り
住民に対し示すとともに、各人
の備えを促します。

　女性用品や乳幼児用品等につ
いは地域防災計画へ記載し公表
している。また防災講座等で備
蓄品について説明する際にはこ
れらの用品の備蓄を促した。

2

　ＨＰ等で公表はしてい
るが、住民への周知がま
だ不十分なため防災講座
等で周知に努める必要が
ある。

くらし安全課

担当課施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題
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基本目標４

 基本目標４　男女間のあらゆる暴力を根絶する地域社会づくり

（１）暴力を防ぐ環境づくりの推進

（１）-①暴力の発生予防の推進

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

②デートＤＶの啓発

　主に若年層を対象に、広報紙
やホームページ、人権学習の機
会などを活用して、デートＤＶ
の加害者にも被害者にもならな
いようにするための啓発を行い
ます。

　公共施設の女性トイレ等に
DV相談カードの設置及び広報
紙やホームページでの相談窓
口の周知を図った。また、女
性に対する暴力をなくす運動
期間中(11月12日～25日)及
び児童虐待防止推進月間(11
月)の啓発の一環として、期間
中に、啓発物品を各公的施設
窓口に設置するとともに、
パープルリボン×オレンジリ
ボンツリーを市役所正面玄関
前に設置した。

1

　広報紙を活用して情報発
信しているが、広報紙を読
んでいる年代に偏りがあ
る。
　ホームページ・SNS等を
より活用して、随時情報を
発信していく。

協働推進課
社会教育課
学校教育課

③加害者への教育
　や指導の充実

　国や民間団体による加害者へ
の教育や指導についての取り組
みを情報収集するとともに、関
係機関と連携した取り組みの推
進を図ります。

　国や県、女性相談所等の関係機
関による通知やチラシ、パンフ
レット等や新聞やインターネット
等のメディアで情報収集するとと
もに、赤磐市DV被害者等相談支
援ネットワーク連絡会議（庁内連
携組織）等の関係機関の会議にお
いて情報共有を行い、連携した取
り組みの推進を図った。

1
　収集した情報をどう新た
に活用していくか検討が必
要である。

協働推進課

④自主防犯活動へ
　の支援

　青少年への性犯罪などを防止
するために、関係機関と連携・
協力し、地域自主防犯組織の育
成と活動支援を行います。

　新型コロナウイルスの感染拡大
防止のため連絡会は実施できな
かったが、犯罪発生状況等の情報
の共有や自主防犯団体活動に必要
な物資は支給した。また、１０月
には自主防犯団体の集いを開催し
た。

3
不審者に関する情報など、
緊急時に迅速に関係機関と
連携していく必要がある。

くらし安全課

（１）-②ストーカー、性犯罪等の防止

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①広報・啓発

　女性が主な被害者となるス
トーカーや性犯罪などは男女共
同参画社会の実現を妨げる要因
であり、また重大な人権侵害で
あることを、広報紙やホーム
ページ、その他の様々な手段や
機会を活用して啓発します。

　啓発資料を窓口等へ設置
し、情報提供を行った。
　女性に対する暴力をなくす
運動期間中(11月12日～25
日)及び児童虐待防止推進月間
(11月)期間中に実施されたイ
ベントで人権コーナーを設置
し、リーフレットを配布し
た。

1

　各機関が連携した戦略的
な啓発活動が必要である。
　今後、関係するチラシ等
を協働推進課のホームペー
ジに掲載し、随時情報を発
信していく。

協働推進課
関係各課

担当課施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況 施策内容に対する達成度

課題

施策項目 施　策　内　容

①広報・啓発の充実

　市民や企業を対象に、広報紙
やホームページ、その他の様々
な手段や機会を活用して、Ｄ
Ｖ、セクシュアル・ハラスメン
ト、ストーカー、性犯罪などあ
らゆる差別や暴力を許さない意
識を高めるための啓発を行いま
す。

施策内容に対する達成度実　施　状　況

　各機関が連携した戦略的
な啓発活動が必要である。
　今後、関係するチラシ等
を協働推進課のホームペー
ジに掲載し、随時情報を発
信していく。

協働推進課
商工観光課

担当課課題

　啓発資料を窓口等へ設置
し、情報提供を行った。
　公共施設の女性トイレ等に
DV相談カードの設置及び広報
紙やホームページでの相談窓
口の周知を図った。また、女
性に対する暴力をなくす運動
期間中(11月12日～25日)及
び児童虐待防止推進月間(11
月)の啓発の一環として、期間
中に、啓発物品を各公的施設
窓口に設置するとともに、
パープルリボン×オレンジリ
ボンツリーを市役所正面玄関
前に設置した。

1
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基本目標４
（２）相談・支援体制の充実

（２）-①相談体制の充実

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

①相談窓口の周知

　「ＤＶ相談窓口周知用カー
ド」を市内公共施設や医療機
関、商業施設等へ設置し、相談
窓口の周知拡大を図ります。

　公共施設の女性トイレ等に
DV相談カードの設置及び広報
紙やホームページでの相談窓
口の周知を図った。また、女
性に対する暴力をなくす運動
期間中(11月12日～25日)及
び児童虐待防止推進月間(11
月)の啓発の一環として、期間
中に、啓発物品を各公的施設
窓口に設置するとともに、
パープルリボン×オレンジリ
ボンツリーを市役所正面玄関
前に設置した。

1

　広報紙を活用して情報発
信しているが、広報紙を読
んでいる年代に偏りがあ
る。
　ホームページ・SNS等を
より活用して、随時情報を
発信していく。

協働推進課

　弁護士による無料法律相談や
人権擁護委員によるなやみごと
相談等の開催による相談体制の
充実を図ります。
また、被害を受けた方が相談し
やすい環境整備に努めます。

　市主催で、弁護士による無
料法律相談や、人権擁護委員
や行政相談委員によるなやみ
ごと・行政相談の開催等、関
係機関との連携による相談体
制を推進し、適切な対応・指
導に努めている。

1

　市主催の無料法律相談
は、回数に制限があるた
め、継続的支援するにあた
り、法テラスの利用につい
て情報提供を行うなど周知
に努める。

協働推進課

　母子父子自立支援員・家庭児
童相談員の相談窓口への配置
や、子育てのちょっとした不安
や悩み、また障害に関する相談
が気軽にできる「りんくステー
ション（子ども・障がい者相談
支援センター）」など関係機関
との連携による相談体制の充実
を図ります。

　母子父子自立支援員や家庭
相談員を配置し、相談体制の
充実を図った。
　関係機関と連携して相談体
制の充実を図ります。

1

　相談月により、相談者の
人数に偏りがある。また、
複数回相談に訪れている人
もいる。相談できる場の広
報・ＰＲ方法について考
え、積極的な周知に努め
る。

子育て支援課
社会福祉課

　市役所内関係課によるＤＶ等
相談支援ネットワーク連絡会議
において、相談体制の充実方法
などについて検討します。

　市役所内の関係各課による
DV等相談支援ネットワーク連
絡会議を開催し、各課の連携
を強化し相談体制の充実を
図った。

1

　関係機関との連絡調整が
難しい。各機関の役割・機
能を明確にし、日頃から連
携をしていくことで、ス
ムーズになるのではない
か。

協働推進課
関係各課

（２）-②支援体制の充実

4年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

　被害者等の緊急一時保護や自
立に向けて、岡山県女性相談所
や警察等の関係機関と連携し、
ＤＶ防止法に基づく支援等を行
うとともに、避難施設等に関す
る情報の収集に努めます。

　相談内容に応じて、関係機
関及びＤＶ等相談支援ネット
ワーク連絡会議の関係各課と
連携して適切に対応した。

1

　支援をしていくのは大変
である。関係課、関係機関
との連携が大事。DV等相
談支援ネットワーク連絡会
議の運用面で迅速に対応す
るために連絡を密に行って
いく。

協働推進課
関係各課

　住民基本台帳事務における
DV・ストーカー・児童虐待等
の被害者の保護のための支援を
行います。

　ＤＶ等支援措置対象者につ
いては、支援措置を決定した
際、市民課市民サービス班よ
り文書で関係部署に通知し、
情報共有を行った。

1

　支援措置申出、相談件数
ともに増加傾向にある。複
雑なケースもあるため、関
係部署と協力し、慎重に対
応する必要がある。

市民課

施策項目 施　策　内　容

①ＤＶ被害者等へ
　の支援

②相談体制の充実

施策項目 施　策　内　容

実　施　状　況

実　施　状　況

施策内容に対する達成度

施策内容に対する達成度

課題

課題 担当課

担当課
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